
令和３年度介護保険制度改正により、令和６年度から事業者に義務付けられる取組に
ついては、令和６年３月３１日で経過措置期間が終了することから、再度周知します。

現時点で未整備の取組がある場合は、必ず令和６年３月３１日までに整備してください。





・施設系サービスでは訓練（シミュレーション）の実施が、その他全サービスでは、
感染症対策委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）
の実施が義務づけられましたので、令和6年3月31日までに、体制の構築や指
針の作成など、計画的に整備を進めてください。



・感染対策担当者を定めたうえで、委員は有識者を含めた幅広い職種で構成し、おお
むね6月に1回以上（施設系サービスは3月に1回以上）の定期的な開催と、その結果に

ついて従業者への周知徹底を図ってください。※開催時期については、各サービスに
よって異なるため条例を確認してください。

・委員会は他のサービス事業者と連携して行うことや、事業所内で他の会議体と一体
的に運営することも可能となっていますので、各事業所の組織形態に合わせた対応を
してください。



・感染症対策の指針は、平常時と発生時それぞれについて、厚生労働省の手引きを参
考に、対応や連絡体制などの必要事項を盛り込んで作成してください。



・研修及び訓練は、厚生労働省の研修教材を参考に、基礎的なことはもちろんのこと、
感染症対策力の向上を目指し、毎回工夫をこらした内容で実施してください。



・感染症及び災害に係るそれぞれの業務継続計画について、厚生労働省のガイドライ
ンや研修動画などを参考に、平常時と緊急時の対応や関係機関との連携体制などを
盛り込んで作成してください。

・青森市ホームページからも厚生労働省の参考資料を確認できます。
ホーム > 福祉・健康 > 事業者のかたへ > 福祉・介護事業者 > 高齢福祉・介護サービ

ス事業 > 事業者へのお知らせ・各種資料 > 介護施設・事業所における業務継続計画
（BCP）

https://www.city.aomori.aomori.jp/kaigo-hoken/jigyousya/bcp.html



・研修及び訓練は、厚生労働省の研修教材を参考に、基礎的なことはもちろんのこと、
感染症及び災害への対策力の向上を目指し、毎回工夫をこらした内容で実施してくだ
さい。



・担当者を定めたうえで、委員は管理者及び虐待防止の専門家を含めた幅広い職種
で構成し、定期的な開催と、その結果について従業者への周知徹底を図ってください。

・委員会は他のサービス事業者と連携して行うことや、事業所内で他の会議体を設置
している場合は一体的に運営することも可能なので、各事業所の組織形態に合わせた
対応をしてください。



・高齢者虐待防止については、運営規程及び重要事項説明書に必ず記載が必要です。
いずれも下記の【記載例】を基に記載してください。
※重要事項説明書は、文末を「です・ます調」に修正してください。

【記載例】
（虐待防止に関する事項）
第〇条 事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するた
め次の措置を講ずるものとする。
（１）虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行
うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について
従業者に周知徹底を図る。
（２）虐待防止のための指針の整備
（３）虐待を防止するための定期的な研修の実施
（４）前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置
２ 事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族
等高齢者を現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場
合は、速やかに、これを市町村に通報するものとする。



・認知症についての理解の下、本人主体の介護を行い、認知症の人の尊厳の保障を
実現していく観点から、介護にかかわるすべての者の認知症対応力を向上させていく
ため、介護に直接携わる職員のうち、医療・福祉関係の資格を有さないものについて、
認知症介護基礎研修を受講させるために必要な措置を講じることが義務づけられまし
た。
なお、新規採用者の受講については１年の猶予期間が設けられています。



・令和９年３月３１日まで管理者要件の適用が猶予されていますが、指定居宅介護支
援事業所における業務管理や人材育成の取り組みを促進する観点から、経過措置期
間の終了を待たず、管理者として主任介護支援専門員を配置することが望ましいこと
から、事業者は主任介護支援専門員の配置に努めてください。



・口腔衛生管理の強化については、口腔衛生管理体制を整備し、入所者ごとの状態に
応じた口腔衛生管理を計画的に実施することが義務づけられました。

・入所者に対する口腔衛生の管理について、令和３年度より口腔衛生管理体制加算を
廃止し、基本サービスとして行うことを踏まえ、入所者の口腔の健康状態に応じて、上
記の手順により計画的に行ってください。



・栄養ケア・マネジメントの充実については、現行の栄養士に加えて管理栄養士の配置
を位置づけるとともに、入所者ごとの栄養管理を計画的に実施することが義務づけら
れました。

・入所者に対する栄養管理について、令和３年度より栄養マネジメント加算を廃
止し、栄養ケア・マネジメントを基本サービスとして行うことを踏まえ、管理栄養
士（上記※参照）が入所者の栄養状態に応じて、計画的に行ってください。

・経過措置期間終了後、栄養ケア・マネジメントが実施されていない場合は、基本報酬
が減算となりますので、注意してください。


